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第 7章原価主義会計の論理
― A. C. Littletonにおける価値と原価をめぐって―

1 はじめに

いわゆるオフバランス取引の会計的認識問題が議論されるなかで，オフバラ

ンス取引発生の制度的温床をなす原価主義会計の変革の必要性が広く叫ばれる

ようになった1)。かかる観点から原価主義会計の変革問題を論じた文献は，会

計基準設定機関の公式刊行物も含め，すでに多数にのぽっている2)。オフバラ

ンス問題を会計的認識の次元において解決するためには，なんらかのかたちで

原価主義会計を変革する必要があるということについては，論者の間に見解の

相違はもはや存在しないといって差し支えないであろう。事実，原価主義会計

の変革（とりわけ原価主義会計のもとでの認識拡張）をめざした多くの試みが

これまで，わが国を含む世界各国で実施されてきた。

ところが，そうした試みはいずれも，現在のところ，必ずしも順調に進んで

いるとはいえない。なかには国際会計基準公開草案第 48号 (E48)のように，

会計的認識の大胆な拡張を真正面から提起しながら，正式基準化の途上で実務

界からの激しい批判にさらされ，事実上の廃案とされてしまった事例さえある。

つまり，その変革の政策的必要性が広く叫ばれながらも，原価主義会計は現在

もなお，会計実務の基本的枠組みとしての地位を依然として失っていないので

ある。こうしたことから，あらためて注目されるようになったのが，原価主義

会計の「牽固性」（津守 [1996],172頁）である3)。

なぜ原価主義会計は，その認識構造を容易に変えようとしないのであろうか。

原価主義会計の「翠固性」を支えているものは，一体何であろうか。

政策的な必要性から見れば，原価主義会計の変革は否応なく追求されなくて

はならない緊急の課題の一つといえるであろう。しかし，会計学研究の深化・
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発展という観点から見れば，上褐のような疑問に対して回答を与えるべく，原

価主義会計の認識構造について一定の分析的検討を加えることも，決して無駄

なことではないように思われる。否，むしろ，原価主義会計変革の現実的なパ

ースペクティブは，上掲のような素朴な疑問に説得的な屈答を与えることによ

って，はじめて明らかにすることがでぎるというべきであろう。

本章では，原価主義会計の「翠固性」の基盤を明らかにする作業の一環とし

て，原価主義会計がどのような論理によって構成された会計であるかを， A.

C. Littletonの所説， とりわけ 1920年代から 1930年代にかけて発表された原

価主義会計擁護に関する所説（以下単に「原価主義会計論」という）に依拠しな

がら，整理・検討していぎたいと思う 4)。A.C. Littletonは，「徹底した原価

主義者の代表」（青柳 [1962],214頁）として，わが国でも広く知られている。

その一連の著作は，原価主義会計研究の古典をなすものである。もちろん， A.

C. Littletonが原価主義会計論を展開した当時の経済・社会的状況には，現在

のそれと大きく異なる側面も少なくない。しかし，経済・杜会的状況のそうし

た相違にもかかわらず， A.C. Littletonの原価主義会計論には，上掲のような

問題を考えるさいの手がかりとなる重要な理論的示唆が多く含まれているので

ある。 A.C. Littletonの所説の検討をとおして，原価主義会計とはそもそも何

かという古くて新しい問題をあらためて考えてみたいと思う。

2 歴史的背景

本題に入る前に， A.C. Littletonが一連の原価主義会計論を展開した時代の

歴史的背景について，ごくかんたんな整理をしておきたい。歴史的背景の整理

は， A.C. Littletonの原価主義会計論が有する理論的含意を正確に理解するう

えで，欠くことのでぎない作業となる。

2. 1 原価主義を脅かす要因の生成

A. C. Littletonによれば，「簿記の機能は，財貨，用役，貨幣の受け取りお

よび引き渡しの正確な記録に限られていたので，初期の会計においては，原価

が〔利益計算の〕唯一の基礎と考えられていた」 (Littleton[1935], p.269)。
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ところが，株式会社制度の発展にともなって，原価主義を脅かす要因が生成

してきた。信用目的の「価値貸借対照表」 (value-balance-sheet)への関心の高

まりが，それである (Littleton[1929], pp.147-148)。この傾向を加速し，増幅

したのが，「トラストの時代」とりわけ 1920年代における資産簿価切り上げ実

務の広がりであり，その反動ともいうべき 1930年代における資産簿価切り下

げ実務の急増であった5)。さらにまた，持続的な物価高騰が，資産の潜在的な

「過小評価」を生み出し，「帳簿に依拠した財務諸表」の信頼性を低下させるも

う一つの要因として作用してきたのである (Littleton[1929], p.148)。

2. 2 証券 2法の成立と会計原則設定運動の展開

周知のように，「トラストの時代」とそれに続く証券市場の熱狂は， 1929年

の証券市場崩壊をもたらした。その教訓に基づいて成立したのが， 1933年証

券法と 1934年証券取引所法である。こうして，証券市場に対する連邦規制が

開始されることになった。証券 2法に基づく連邦規制の一つの支柱は企業の

財務内容に関する開示規制にあり， したがって，それは，アメリカにおける会

計規制の実質的な起点をなすものとなった。

他方，こうした公的セクターの動向と並行して，私的セクターでは会計原則

設定運動が開始された。会計原則設定運動は急テンポで進み， 1930年代には，

わずか数年の間に， AIA会計 5原則 (AIA[1932]), AAA会計原則試案(AAA

[1936]), SHM会計原則 (Sanderset al. [1938]) という，その後の会計規制の

あり方に重要な影響を与えることになる会計原則が，次々と設定・公表される

ことになった。

2. 3 新しい経済学の成立

19世紀末から 20世紀初頭の時期は，新しい経済学が勃興し，成立する時期

でもあった。経済学と会計学は，「後天的双生児」 (Boulding[1962], p.44) と

いわれるように，一定の異質性を含みながらも，基本的には相互に密接に絡み

合いながら生成• 発展してきた。とりわけ， 20世紀以降の会計学の発展にお

ける経済学の影響は絶大である。 A.C. Littletonの原価主義会計論にとって重

要な意味を持ったのは，オーストリア学派の経済学，なかんず<Bohm-Bawerk 
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[1921] とWieser[1924]であった。オーストリア学派の経済学は，いわゆる

限界革命をもたらした経済学として広く知られている。市場での交換の理論は，

E. von Bohm-Bawerkらが打ち立てた限界効用理論によってはじめて近代的

な経済理論になったといわれている（八木 [1993],113頁）。

3 価値の二元性

以下では， A.C. Littletonの原価主義会計論の基本的な論理構成を， 1920

年代から 1930年代にかけて発表された一連の論文によりながら検討していき

たいと思う。 A.C. Littletonの原価主義会計論は，ごく大づかみに整理すると，

価値の二元性を論じた部分（以下「価値論」という）と，会計の機能を論じた

部分（以下「会計機能論」という）の二つから成り立っている。本節では， まず，

価値論の検討を行う。本節での検討をふまえたうえで，会計機能論の検討を，

次節で行う。

3. 1 交換価値

前節でふれたように， 20世紀の初頭は，原価主義を脅かす要因が重畳的に

生成してくる時期であった。こうした状況を背景に，会計人はみずからの職務

をいい表す用語として，「評価」 (valuation) という用語を使用するようになっ

た。しかし，そうした用語の使い方は「明らかに不正確」 (Littleton[1935], 

p.270)なものである。なぜならば，評価とは，「事物に対してある種の市場価

格を与える主観的なプロセス」 (Littleton[1935], p.369)であるが，簿記・会

計の長い歴史は，「会計の機能は記録にあるのであって，評価にあるのではな

い」 (Littleton[1929], p.153) ということを教示しているからである見

では，会計人は一体なぜ，自らの職務をいい表す用語として評価という用語

を使用するようになったのであろうか。 A.C. Littletonによれば，その主たる

理由は，会計人が「交換価値」 (value-in-exchange) と「使用価値」 (value-in-

use) を明確に区別していなかったことにある (Littleton[1935], p.270)。

交換価値とは，「ある財貨が他の財貨を獲得する力」 (Littleton[1935], 

p.270)であり，一般に「価値」 (value) といわれているものである。それは，
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より正確には，オーストリア学派のいう「限界効用」 (Grenznutzen,marginal 

utility) を意味するものである (Littleton[1935], p.270)。すなわち，「価値は，

事物それ自体の中にではなく，将来の利用者が〔当該事物の需要によって〕得

るであろう『満足』感の中に存在するもの」 (Littleton[1935], p.270)である。

したがって，それは，「人によって異なるし，また同じ人でも状況によって異

なる」 (Littleton[1929], pp.148-149)のである。

価値がこのように「本質的に心理的なもの」 (Littleton[1929], p.149)であ

り，「ちょっとした状況の変化によって変わってしまうもの」 (Littleton[1929], 

p.149)であるということは， しかし，経済活動においてはきわめて重要な意

味を有している。というのは，「ある財貨または他の財貨について人々が異な

る選好を持っているということが，〔財貨の〕交換を可能にし，他方の当事者

に損失を与えることなく，一方の当事者が〔その交換から〕利得を得ることを

可能にする」 (Littleton[1929], p.149)からである7)。

3. 2 使用価値

他方，使用価値とは，「現在の直接的効用」 (Littleton[1935], p.270)であり，

「原価」 (cost) または「価格」 (price)によって測られるものである8)。「価値

は将来の価格の見積り」 (Littleton[1929], p.149)にすぎないが，「価格そのも

のは確定した事実」 (Littleton[1929], p.149)である。すなわち，「価値は財貨

の相対的重要性についての主観的な見積りであるが，価格はそうした主観的な

見積りの間の妥協によって成立するものであり，財貨の交換に際して支払われ

た貨幣数量によって〔客観的に〕測られるもの」 (Littleton[1929], p.149)で

ある。

したがって，「価格を成立させるためには， 2つの競争的な心理が必要」 (Lit-

tleton [1929], p.149) となる。いいかえると，「〔競争的な選好を持つ複数の当

事者の間で〕完結した取引，つまり交換がなされない限り，経済的な意味での

価格はありえない」 (Littleton[1929], p.149)のである。これに対して，「価値

は 1つの心理の中に存在しうるのであって，〔取引の〕相手はそれに関与する

ことができない」 (Littleton[1929], p.149)のである。
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3. 3 交換価値と使用価値の関係

しばしば「財貨の価値はその原価に等しい」といわれるが，そこには若干の

「思考の混乱」が見られる (Littleton[1929], p.150)。

この考え方は，買い手の側には，ある程度適合するかもしれない。というの

は，買い手の側から見れば，「その財貨の価値は，少なくとも，彼が支払う原

価に等しい」 (Littleton[1929], p.150)からである。しかし，「もしそうするこ

とが求められたならば，買い手がより多くの対価を支払ったかもしれないよう

な場合には（つまり消費者余剰が存在する場合には），その財貨は，彼が支払

った原価よりも高い価値を持つ」 (Littleton[1929], p.150) ことになる。した

がって，このような場合には，買い手にとって，原価が「価値の基礎」でない

ことは明らかである。

売り手（ないし製造者，以下同じ）の側から見た場合，上掲の考え方の不適

合性は，さらに一層明らかである。すなわち，売り手の側から見れば，「原価

が費やされているから財貨が有用なのではなく，財貨が有用だから原価が費や

されている」 (Littleton[1929], p.150)のである。いいかえると，財貨に対す

る需要（すなわち買い手が市場で提示する購入価格）が，当該財貨の生産費を

規定しているのである。したがって，売り手にとって，原価が「価値の基礎」

でないことはきわめて明瞭である (Littleton[1929], p.150)。

では，価値（すなわち市場での価格形成）との関係において，原価はどのよ

うな意味を持つことになるのであろうか。原価は，売り手にとって，「価格形

成の限界要因 (limitingfactor), すなわちその点を越え〔て価格を引き下げ〕

ると生産を維持できなくなる点」 (Littleton[1929], p.151) を表しているので

ある。すなわち，売り手は，「買い手が支払う金額を予想し，利益を予想〔し

て，財貨の値付けを〕するが，最初の値付けが不適切であることが判明した場

合には，最初の付け値をいくぶん引き下げる」 (Littleton[1929], p.151)であ

ろう。「原価は，こうした連続的な価格引き下げのプロセスにおける『警告

点』となる」 (Littleton[1929], p.151)のである飢

すなわち，以上の検討から，「会計において『原価vs. 価値』として議論さ

れている問題は，実は，『使用価値vs. 交換価値』の問題である」 (Littleton

[1935], p.270) ということが理解されるのである。
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4 会計の機能

本節では，前節での検討をふまえながら， A.C. Littletonの会計機能論につ

いて検討を加えていきたいと思う。

4. 1 二つの価値と会計人の職務

事物の価値に関する検討から，価値には交換価値（価値）と使用価値（原価

ないし価格）という，性質の異なる二つの価値があることが明らかとなった。

この二つの価値のうち，会計人が取り扱うべきものは，使用価値である。な

ぜならば，「会計の主要な機能は〔……〕，企業に流入した原価価格 (cost-

price) を記録し，なんらかの形態で企業から最終的に流出するまでの，原価

価格の多くの複雑な転換過程を跡づけることにある」 (Littleton[1935], 

p.270)からである 10)。したがって，「会計人は，使用価値（すなわち原始原価

価格originalcost price)の正確な開示に直接的な責任を負っている」 (Littleton

[1935], p.270)のである。

これに対し，交換価値は，会計人の取り扱うべき対象ではない。なぜならば，

「交換価値はきわめて主観的なものであり，〔たとえ客観的に観察できるとして

も〕それはせいぜい瞬間的なものにすぎない」 (Littleton[1935], p.270)から

である。したがって，会計人は，「交換価値（例えば取替価格や市場価格）の

見積りの開示には，ほとんど責任を負っていない」 (Littleton[1935], p.270) 

のである。

たしかに，企業家は，「財貨が消費者大衆の心の中に生み出すであろう効用

を見極める」 (Littleton[1929], p.150)ために，常に価値の見積りを行ってい

る。「しかし，そのプロセスにおいて会計が関わるのは，事実すなわち『価

格』だけである。もし会計が事実という錨を失ってしまえば，会計は心理的な

〔価値の〕見積りの海を漂流していくことになるであろう。心理的な〔価値

の〕見積りは，それが企業家にとってどんなに重要なことであっても，会計そ

れ自体が持つ表現能力を超えているのである。」 (Littleton[1929], p.150) 
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4. 2 原価記録の意味

では，会計人が，使用価値（すなわち原価価格）を記録する意味は，一体ど

のような点に存するのであろうか。

A. C. Littletonによれば，「原価価格は，確定した事実であり，支出額であ

り，完結した取引を表すもの」 (Littleton[1929], p.151)である。そして，そ

れは，「しかるべき期間の後に利益計算の適切な要素」 (Littleton[1929], 

p.151) となるべきものである。したがって，利益計算を実施する際に「〔原価

価格の発生原因となった過去の〕事実が忘れ去られることのないように，原価

価格を『暫定的』に記録しておくことが必要」 (Littleton[1929], p.151) と

なる。こうした理由から，会計人は，原価価格を記録するのである。

つまり，「記録は，価値を表示することを目的としているのではなく，原価

や支出額などの，いわゆる未決項目 (itemin suspense) を明らかにすることを

目的としている」 (Littleton[1929], p.151)のである。したがって，例えば，

「仕掛品や完成品の記録は，回収可能支出額 (recoverableoutlay)の記録」 (Lit-

tleton [1929], pp.151-152) としての意味を持っているのである 11)。すなわち，

より一般的にいえば，「製造された財貨は，購入された財貨と同様に，最終的

な払出しまで未決のまま待機している〔……〕一種の投資」 (Littleton[1929], 

p.152)であって，その記録は，将来の売上収益によって回収されるべき投資

支出の記録としての意味を持っているのである。

4. 3 利益の源泉

価値（交換価値）という用語の使用には，価格と利益の関係について，

価格＝原価＋利益 (1) 

という見方が前提されているように思われる (Littleton[1929], p.150)。しか

し，利益稼得活動における事実関係は，

価格ー原価＝利益 (2) 

である。つまり，「『利益』は，交換が実施され（財貨の対価を買い手から受け

取）るまで知ることができないから，利益の金額を前もって原価に加算〔し財
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貨の交換価値を事前に決定〕することは不可能」 (Littleton[1929], p.150) な

のである。すなわち，「実際の価格と実際の利益は，交換が実施されたときに，

同時に現われる」 (Littleton[1929], p.150)のである。したがって，交換が実

施されるまで， (1)式は，

提案価格＝原価＋期待利益 (3) 

と表記されるべきである (Littleton[1929], p.150)。

さらに，重要なことは，原価が， (2)式に墓づく利益計算の基礎をなすと

いうことである。原価は「確定的」 (definite)であり，いったん支出額が決ま

ればその金額は固定される (Littleton[1928], p.287)。かかる性質のゆえに，

原価は，「他の要素（すなわち販売価格）がいつ判明するかに関わりなく，利

益計算の十分な墓礎」 (Littleton[1928], p.287) となりうるのである。

そこで，次に問題となるのは，利益の源泉は何かということである。という

のは，「〔静学的な完全競争市場での〕競争圧力は販売価格と製造原価を等しく

し，利益を消滅させる傾向を持つ」 (Littleton[1928], p.285)からである。

A.C.Littletonによれば，利益は，財貨の生産と交換をめぐる経済・社会環

境（例えば，人口，資本蓄積，生産技術，人間の欲求など）の「変化」 (Little-

ton [1928], p.282) と，こうした「変化」を現実の利益に転換する「企業家の

積極的な努力」 (Littleton[1928], p.285)から生じるのである。換言すれば，

経済・社会環境の「変化」が「利益の機会」を提供し，「企業家の積極的な努

カ」すなわち企業家の「経営管理」 (management)が，かかる「利益の機会」

を現実の利益に転換するのである (Littleton[1928], p.283) 12)。

4.4 簿記の論理と情報ニーズの調停

「販売価格，取替価格， 『継続』価格のような『価値』を表示する」 (Littleton 

[1929], p.154)価値貸借対照表の作成・開示を求める声が金融関係者の間で強

まっているが，価値貸借対照表は「〔企業の富の〕単なる定期的評価によって

作成されるものであり，純粋かつ完全な単式記入財務諸表 (singleentry state-

ments) を意味するもの」 (Littleton[1929], p.148)である。会計人が，こうし

た単式記入財務諸表の作成・開示に賛同しえないのは明らかである (Littleton
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[1929], p.148)。そして，おそらく，企業家や銀行家も，市場価値評価に基づ

く単式記入財務諸表の作成・開示を本気で求めているわけではないであろう

(Littleton [1929], p.152)。

とりわけ重要なことは，価値貸借対照表においては，「財務諸表項目の現在

価値の 2時点間のたんなる差額が利益とみなされる」 (Littleton[1929], 

p.148)ために，「評価剰余金を，配当源資としての利益剰余金と同一視する」

(Littleton [1929], p.148) という事態が生じることである。「純利益と配当可能

利益剰余金の正確な計算は依然として，経営活動において，そしておそらくは

信用活動や資金調達活動においても，重要な局面をなしている」 (Littleton

[1929], p.148)ので，価値貸借対照表の作成・開示は実務において， とうてい

受け入れられないものとなるであろう。

とはいえ，「〔貸借対照表の作成において〕原価価格のみが使用されるならば，

簿記の論理と伝統は維持されるであろうが，信用を拡大しようと考えている銀

行家，損害保険契約の締結を望んでいる保険会社，企業合併やそれに伴う有価

証券の大衆への販売によって資金を調達しようと計画しているプロモーターの

要求を満たすことはできない」 (Littleton[1929], p.153-154)であろう。価値

に関する情報は，「関わりを持つまえに〔利害関係者が〕適切な判断を行うの

に必要なもの」 (Littleton[1929], p.154)である。

したがって，「もし，信用供与者たちが，原価貸借対照表 (costbalance 

sheet)で開示される以上の情報を必要としているのであれば，〔価値に関す

る〕そうした追加的事実は，摘要欄，かっこ書き，脚注のいずれかにおいて開

示する」 (Littleton[1929], p.154)のが適当であろう。そうした情報開示によ

って，「〔財務諸表の〕読者は自分で，棚卸資産，設備資産あるいは企業総体の

『価値』を見積ることが可能となる」 (Littleton[1929], p.154)はずである。

「読者の諸種の目的に適合した副次的データ」 (Littleton[1929], p.154) をこの

ようなかたちで開示することによって，会計人は，かえって，「純粋な原価事

実 (costfacts)に基づいた最も正確な報告書の作成」 (Littleton[1929], 

p.154)に専心することができるようになるのである 13)。

すなわち，以上のような措置を講じることによって，簿記の論理と信用目的

の情報ニーズを，現実的なかたちで調停することが可能となるのである。
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5 おわりに―Littleton会計学の現代的意義一一

以上によって，原価主義会計がどのような論理によって構成された会計であ

るかを， A.C. Littletonの所説に依拠しながら整理・検討する作業をひとまず

終えたいと思う。以上での作業をふまえつつ， A.C. Littletonが展開した原価

主義会計論の現代的意義を以下に整理し，本章のむすぴとしたい。

A. C. Littletonによって展開された原価主義会計論を要約すれば，以下のよ

うになるであろう。

会計の主たる機能は，企業に流入した原価 (A.C. Littletonが好んで使う用

語に従えば「原価価格」）を記録し，企業から最終的に流出するまでの当該原

価の複雑な転換過程を跡づけることにある。このプロセスにおいて，原価の記

録は，将来の売上収益によって回収されるべき支出額，すなわち「回収可能支

出額」を表すことになる。そして，売り手と買い手の「競争的な心理」の妥協

によって成立した販売価格と，記録された原価の差額として，利益が決定され

るのである。このような利益計算が可能なのは，原価が「確定した事実」であ

り，「完結した取引」を表しているからである 14)。

以上のような原価主義会計論の根底にあるのは， Littleton[1933]の執筆を

とおして培われた（と思われる）簿記・会計についての A.C. Littletonの透

徹した歴史認識である。簿記の機能はそもそも記録にあり，記録に基づいて誘

導的かつ有機的に財産計算と利益計算を実施する必要から，複式簿記が生成・

発展してきたのである。この意味で，原価主義と複式簿記は表裏一体の関係に

あるということができる。そして，複式簿記の歴史は， LucaPacioliの時代

からすでに 400年以上（今日のわれわれからみれば 500年以上）の歳月を経て

いるのである。「経験によって試された慣習の力」 (Littleton[1936], p.14)が，

簿記・会計のそうした長い歴史を支えてきたのである。

われわれがA.C. Littletonに学ぶべきは，なによりもまず，簿記・会計に

ついての，こうした骨太の， しかし同時にきわめて冷徹な歴史認識であろう。

そのときどきの経済情勢の変化や，信用目的の情報ニーズの高まりから，価値
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情報（今日の用語でいえば時価情報）への社会的関心が拡大することもある。

しかし，だからといって，原価という「錨」を放棄してしまえば，会計人は，

「心理的な見積りの海」をゆくえ定めなく漂流していくことになるであろう。

そして， もしそのようなことになれば，会計人の職業的威信はむしろかえって

大きく損なわれることになるであろう 15)。

簿記の論理と伝統を維持しつつ信用目的の情報ニーズに応えるための方策と

して， A.C.Littletonは，脚注等での時価情報の開示を提案している。これは，

まさに，わが国を含む世界各国で実施されてきた近年（とりわけ AAA[1966] 

公表以降）の会計規制の基本的な展開方向にほかならない16)。時価情報を財務

諸表の本体ではなく，脚注等で開示することについては，これを「妥協的解決

策」（津守 [1988],94頁）と見る見解もあるが，上掲のような歴史認識に立っ

た場合，そうした解決策が唯一の現実的かつ具体的な方策となるのである。こ

のことを， A.C. Littletonは， じつに今から半世紀以上もまえに的確に指摘し

ていたのである。 A.C. Littletonの歴史認識の確かさに，あらためて睦目せざ

るをえないゆえんである。

とはいえ， A.C. Littletonの時代と今日では，会計を取り巻く諸環境に大き

な相違があることも事実である。とりわけ金融取引の分野にその相違はいちじ

るしく，信用目的の情報ニーズは，原価主義会計の変革を促す圧力として，ま

すます無視しえないものとなりつつある。そのために，上場有価証券など一部

の金融商品にかぎって時価評価を適用する「緩和された原価主義」 (AAA

[1991], p.94)の導入が，さしあたり避けて通れない変革の方向であるともい

われている 17)。しかし，原価主義会計の具体的な変革の方向を予言し，提言

するのは政策論の課題であって，理論研究の課題ではない。したがって，本章

では，この問題にこれ以上立ち入らない。この問題に関連してここで結論しう

ることは， A.C. Littletonの一連の所説において明らかにされた会計の本質と

機能を所与とするかぎり（そして，私見によれば，それらを所与とすることに

は現在なお，十分な経済・社会的合理性があるように思われる），原価主義会

計の変革の方向は，「購買力資本維持会計と現在原価会計を結合した価格変動

会計の導入」（醍醐 [1990],30頁）などでは決してありえないということであ

る。
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注

1)例えば， 日本会計研究学会第 56回大会 (1997年，同志社大学）では「会計認識

領域の拡大」が財務会計統一論題報告のテーマとして設定され，当該テーマをめ

ぐって研究報告と円卓討論が行われている。このことは，わが国の会計界におけ

る会計的認識拡張問題への関心の高まりを示す象徴的な事例の一つといえるであ

ろう。

2)近年の代表的文献として，例えば， IASC[1997]がある。

3)例えば，会計的認識の拡張を積極的に主張する論者の間にあっても，「原価主義

会計が今後も基本的な会計体系であり続けるであろう」（瓶子 [1995], 112頁）

という点では，見解の相違はないとされている。

4)渡辺 [1992], 2 -6頁によれば，この時期の著作は， A.C. Littletonの「初期

の会計思想」を伝えるものであり，特に歴史研究にこの時期の著作活動の特徴と

成果が見られるとされている。 A.C. Littletonの原価主義会計論の骨格も，基本

的には，この時期に完成されたと見ることができるであろう。

5) Littleton [1935], p.271では，法人税法上の措置として， 1913年 3月から資産

再評価と当該再評価額に基づく減価償却費の計上が可能になったことも，資産簿

価切り上げ実務の隆盛をもたらす背景要因になったとされている。この点につい

ては，さらに， Clader[1933] ; Fitch [1935] ; Graham [1940]などを参照

されたい。

なお， 1920年代の資産簿価切り上げ実務と 1930年代の資産簿価切り下げ実務

については，斎藤 [1984]において，詳細な理論的・実証的検討がなされている。

6) A. C. Littletonの一連の論文には，その引用や注釈は一切ないが，後述するよう

に，簿記・会計についてのこうした歴史認識を支えているのが Littleton

[1933]であることは，ほとんど明らかというべきであろう。

7)財貨の使用価値に関する以上の議論の経済学上の典拠として， A.C. Littletonは，

Bohm-Bawerk [1921] とWieser[1924] を挙げている (Littleton[1929], 

p.152)。

経済学出身の W.A. Patonとの比較から， A.C. Littletonについては歴史家

としての側面がしばしば強調されるが（例えば中島 [1979], 19頁），ここに見

られるように，その学説には経済学のきわめて濃厚な影響を認めることができる

のである。ただし， A.C. Littletonは，会計の論理それ自体を説明するために経

済学を援用しているのではなく，会計が取り扱わない世界（とりわけ市場）の論
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理を説明するために経済学を援用し，それによって会計の論理の固有性を間接的

に浮き彫りにしようとしているのである。こうした点に，経済学に対する A.C.

Littletonの独自のスタンスと， W.A. Patonには見られない A.C. Littletonの

固有の論理展開を観察することができるであろう。

8) A. C. Littletonは，その価値論において，「原価」 (cost) と「価格」 (price) を

本質的に同じものとして取り扱っている。事実，例えば，後掲の引用文にみるよ

うに， A.C. Littletonは，この二つを合成した「原価価格」 (cost-price) という

用語をかなり頻繁に使用している。この「原価価格」の概念は， Patonand Lit-

tleton [1940], p, 25における「価格総計」 (price-aggregate)の概念につなが

るものと考えてよいであろう。

なお， A.C. Littletonの所説から明らかなように，原価と価格の共通性は，両

者がいずれも A.C. Littletonのいう使用価値を表わすものであり， しかもその

金額が，「完結した取引」において授受される貨幣数量によって一意的に決定さ

れる点にあるといえるであろう。

9)原価に関する A.C. Littletonのこうした議論は，資本維持概念との関連でいえ

ば，名目資本維持を前提としたものとなっていることに留意しておきたい。

10)会計の機能に関するこの指摘は， Paton[1922], p.6を援用するかたちでなされ

ている。会計の機能に関する同趣旨の指摘が， Littleton[1929], p.154におい

てもなされている。

ちなみに， A.C. Littletonが援用した Paton[1922], p.6の関連部分を訳出

すれば，以下のようになる。

「会計の機能は，企業に流入したすべての価値 (values) を登録し，当該企業

におけるその転換過程を跡づけ，当該企業からのその最終的な流出を書き留める

と同時に，以上のプロセスから生じる所有主持分のさまざまな要素に対する効果

を記録することにある。」 (Paton[1922], p.6) 

Paton [1922]の以上の叙述の含意を理解するうえで一つの重要なポイントと

なるのは，「価値」 (values) という用語の解釈である。その一連の所説から明ら

かなように， A.C. Littletonは，この用語を，「価格」 (prices) を意味するもの

と解釈している。 A.C. Littleton [1929], p.154には，そのことを明示した記述

もみられる。また，実際，そのような解釈を前提にしなければ， A.C. Littleton 

がPaton[1922]から上掲の箇所を引用したことの意味は，合理的に説明できな

いであろう。しかし，引用された当の W.A. Patonが，果たして，「価値」 (val-

ues) という用語をそのような意味で使用していたのかどうかについては，疑問

なしとしない。この問題は， W.A. Patonが会計の本質およぴ機能をどう理解
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していたかという問題に深く関わっている。この問題についての立ち入った検討

は，今後の課題としたい。

11) この「回収可能支出額」 (recoverableoutlay)の概念は， G.0. Mayの「有用

な原価」 (usefulcost)の概念と，基本的に一致するものと考えてよいであろう。

なお， G.0. Mayの「有用な原価」の概念については， May[1943] , pp.183-184 

を参照されたい。

12)オーストリア学派の経済学では，現在財と将来財の時差から生じる資本利子が利

潤を構成するとされている。このことから明らかなように，オーストリア学派の

利潤概念は，いわゆる「時間価値」 (timevalue) を内実とした概念であり，原

価主義会計における利益概念とは真っ向から対立するものとなっている。ここに

見るような A.C. Littletonの利益概念は，オーストリア学派のそうした利潤概

念との理論的相違をとりわけ強く意識したうえで定式化されたものと推察される。

13) Littleton [1935], p.272においても，価値情報についてはこれを脚注等で開示

するべきであるという提案がなされている。

14) A.C.Littletonの原価主義会計論においては原価の「事実」としての側面が強調

されることから，当該原価主義会計論は「原価即事実説」（新井 [1978],345 

頁）と称されることもある。

15) 1920年代の資産簿価切り上げ実務の広がりと， 1930年代の資産簿価切り下げ実

務の急増に翻弄された会計人の状況を， A.C. Littletonは，「他人にロープを操

られ，振り回される空中ぶらんこ乗り」 (Littleton[1935], p.270)にたとえて

いる。そして，原価主義に基づく権威ある会計原則が設定されるならば，それは，

原価主義会計実務にたずさわる「無防備な個々の実務家にとって大きな支えとな

るであろう」 (Littleton[1935], p. 272) と述べている。

16)本章の冒頭でふれたように E48は事実上の廃案とされたが，そのさい開示およ

ぴ表示に関する部分のみがE48から分離され， IAS32 (1995年）として正式基

準化された。この事例は，会計規制のかかる展開方向の現実性を如実に示した近

年の代表的ケースといえるであろう。

17)この点については，白鳥 [1995]; 森川 [1995]を参照されたい。また，この問

題については，藤井 [1997], 第 9章で筆者なりの検討を行ったので，当該拙稿

を本章とあわせて参照していただければ幸いである。
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